
議案第101号

九州電力川内原子力発電所の20年延長運転の是非を問う県民投票条例制定の件

地方自治法第74条第１項の規定に基づき，令和５年10月４日九州電力川内原子力発電所の20

年延長運転の是非を問う県民投票条例の制定の請求を受理したので，同条第３項の規定に基づ

き，意見を付けて付議する。

令和５年10月提出

鹿児島県知事 塩田康一

九州電力川内原子力発電所の２０年延長運転の是非を問う県民投票条例

第１条（目的）

この条例は、九州電力原子力発電所の２０年延長運転の是非に関し、県民の意思を明らかに

するための公正かつ民主的な手続きを確保することにより、中長期的なエネルギー政策に係る

住民自治を推進し、以て県政の民主的かつ健全な運営を図ることを目的とする。

第２条（県民投票）

九州電力川内原子力発電所の２０年延長運転の是非に関する県民の意思を明らかにするため、

県民による投票（以下、県民投票という。）を行う。

第３条（条例解釈の指針）

１ 県民投票は、県民の意思が正しく反映されるものでなければならない。

２ この条例の解釈及び運用は、県民の知る権利及び意見表明の自由が十分に保障されるよう、

行われなければならない。

第４条（県民投票の執行）

１ 県民投票は、知事が執行するものとする。

２ 知事は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条の２の規定に基づき、その権

限に属する県民投票の管理及び執行に関する事務を鹿児島県選挙管理委員会（以下、選挙管

理委員会という。）に委任するものとする。

第５条（県民投票の期日）

１ 県民投票の期日（以下、投票期日という。）は、この条例の施行日から６月を超えない範

囲において、知事が定める。

２ 知事は、前項の規定により投票期日を定めたときは、選挙管理委員会に対して速やかに通

知しなければならない。

第６条（投票期日の告示）

選挙管理委員会は、前条の規定による通知を受けたときには、投票期日の１２日前までにこ

れを告示しなければならない。

第７条（投票資格者）

１ 県民投票における投票の資格を有する者（以下、投票資格者という。）は、投票期日にお

いて県内の市町村に住所を有する、年齢満１８歳以上の日本国籍を有する者とする。

２ 投票資格者は、そのものに係る県内の市町村の住民票が作成された日（他の都道府県から



県内の市町村に住所を移した者で住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第２２条の規

定により届出をした者については、当該届出をした日）から引き続き３月以上、当該市町村

の住民基本台帳に記載されていなければならない（県内の市町村で住民票の異動があった場

合を含む)。

第８条（投票資格者名簿）

１ 県民投票が行われる場合、市町村の選挙管理委員会は、第二条の規定に関し、投票資格者

名簿を調製しなければならない。

２ 投票資格者名簿は、磁気ディスク（これに準ずる方法により一定の事項を確実に記録して

おくことができる物を含む。）をもって調製することができる。

３ その他、投票資格者名簿の調製に関し必要な事項は、規則で定める。

第９条（一人一票）

県民投票は、一人一票とする。

第１０条（秘密投票）

県民投票は、秘密投票とする。

第１１条（投票期日・自書投票の原則）

投票資格者は自ら、投票期日に、規則で定める県民投票を行う場所（以下、投票所という｡）

に行き、投票資格者名簿又はその抄本の対照を経て、投票しなければならない。

第１２条（期日前投票・不在者投票）

１ 前条の規定に関わらず、投票期日に自ら投票所に行くことができない投票資格者は、第６

条に定める県民投票の告示後、期日前投票又は不在者投票を行うことができる。

２ 期日前投票及び不在者投票に関し必要な事項は、規則で定める。

第１３条（投票用紙の交付及び様式）

１ 投票用紙は、投票期日、投票所において投票人に交付しなければならない。

２ 投票用紙には予め、賛成の文字及び反対の文字を印刷しなければならない。

３ 投票用紙の様式に関し必要な事項は、規則で定める。

第１４条（投票の方式）

１ 投票人は、九州電力川内原子力発電所の２０年延長運転に賛成するときは投票用紙の賛成

欄に、反対するときは投票用紙の反対欄に、自ら○の記号を記載して、投票箱に入れなけれ

ばならない。

２ 前項に規定する○の記号の記載方法は、○の記号を自書する方法によるものとする。

第１５条（代理投票・点字投票）

１ 身体の故障その他の事由により、自ら投票用紙に○の記号を記載することができない投票

人は、代理投票をすることができる。

２ 点字による投票の方法は、規則で定める。

第１６条（投票の効力の決定）

投票の効力の決定に当たっては、第１７条の規定の趣旨に著しく反しない限りにおいて、そ



の投票をした者の意思が客観的に明らかになるものであれば、その投票を有効とする。

第１７条（無効投票）

次の各号のいずれかに該当する投票は、無効とする。

（１） 所定の投票用紙を用いないもの

（２） ○の記号以外の事項を記載したもの

（３） ○の記号のほか、他事を記載したもの

（４） ○の記号を投票用紙の賛成欄及び反対欄に重複して記載したもの

（５） ○の記号を投票用紙のいずれの選択肢の欄に記載したのか判別し難いもの

（６） 何も記載していないもの

第１８条（情報の提供等）

選挙管理委員会は、県民投票を実施するさい、県民投票の方法及び手続に関し必要な事項を、

県民に分かりやすく周知しなければならない。

第１９条（県民投票運動）

１ 何人も、県民投票運動（九州電力川内原子力発電所の２０年延長運転に対し、賛成又は反

対の投票をし、又はしないように勧誘する行為）その他意見の表明は、自由に行うことがで

きる。ただし、買収、脅迫を行う等、県民の自由な意思を拘束し、又は不当に干渉するもの

であってはならない。

２ 何人も、県民投票の実施に際して、県民の生活の静穏を確保することに十分配慮しなけれ

ばならない。

３ 選挙管理委員会の委員及び職員は、その在職中、県民投票運動をすることができない。

第２０条（投票及び開票）

前条までに定めるもののほか、投票時間、投票場所、投票立会人、開票時間、開票場所、開

票立会人その他県民投票の投票及び開票に関し必要な事項は、規則で定める。その他、公職

選挙法（昭和２５年法律第１００号)、公職選挙法施行令（昭和２５年政令第８９号）及び

公職選挙法施行規則（昭和２５年総理府令第１３号）の規定の例による。

第２１条（投票結果の告示）

選挙管理委員会は、開票を行い投票結果が確定したときは、これを直ちに告示するとともに、

当該告示の内容を知事及び県議会議長に報告しなければならない。

第２２条（投票結果の尊重）

有効投票総数（賛成投票及び反対投票を合計した数）の過半数となった結果について、知事

及び県議会はそれを尊重するとともに、国及び関係機関と真摯に協議し、九州電力川内原子

力発電所の２０年延長運転に関して、県民の意思が忠実に反映されるよう努めなければなら

ない。

第２４条（規則への委任）

１ この条例に定めるもののほか、県民投票の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

２ 規則は、この条例の施行日から、２０日以内に制定しなければならない。



３ その他、この条例の規定を適用し難い事項がある場合には、規則で格別の定めを置くこと

ができる。

附則第１条（施行期日）

この条例は、公布の日から施行する。

（提案理由）

地方自治法第74条第１項の規定に基づき，九州電力川内原子力発電所の20年延長運転の是非

を問う県民投票条例の制定の請求がなされ，これを受理したので，同条第３項の規定に基づき，

意見を付けて付議するものである。



九州電力川内原子力発電所の20年延長運転の是非を問う県民投票条例案に対する意

見書

直接請求に係る条例案は，九州電力川内原子力発電所の運転期間延長の是非に関し，県民の

意思を明らかにするため，県民による投票を行い，知事及び県議会はその結果を尊重し，県民

の意思が忠実に反映されるよう努めなければならないというものである。

このたび，九州電力川内原子力発電所の運転期間延長の是非に係る県民投票条例の制定が，

法律に定める必要な署名数を上回る県民の署名により請求されたことを重く受け止め，地方自

治法の規定にのっとり，条例案について議会に付議するものである。

付議に当たって，本条例案を検討した結果，以下のとおり意見を付けるものとする。

原子力を含めたエネルギー政策については，国の第６次エネルギー基本計画において，安全

性を前提とした上で，エネルギーの安定供給を第一とし，経済効率性の向上による低コストで

のエネルギー供給を実現し，同時に，環境への適合を図ることとしており，原子力は，安全性

の確保を大前提に，長期的なエネルギー需給構造の安定性に寄与する重要なベースロード電源

であるとされている。

県においては，原発の立地県として，原子力発電所については，安全性の確保が最優先であ

ると考えており，県民の生命と暮らしを守る観点から，川内原子力発電所に係る安全対策・防

災対策の充実・強化に取り組んでいる。

私のマニフェストに掲げた川内原発の運転期間延長に係る県民投票については，これまで，

専門家で構成する「鹿児島県原子力安全・避難計画等防災専門委員会」の意見が集約されない

場合において，県民の意向を把握するために，他の手段より適切であると判断した場合が想定

されると申し上げてきた。

今回，同委員会から，運転期間延長に関する九州電力の取組は適正であるなどとの整理がな

された旨の報告を受け，同委員会の検証結果は集約されたものと受け止めている。

こうしたことを踏まえ，私としては，マニフェストに基づく県民投票は実施しないこととし

た。

また，同委員会において，今後の安全性の更なる向上のために留意すべき事項を県から原子

力規制委員会及び九州電力に要請すべき事項として，意見書に取りまとめられた。

県としては，これを踏まえ，要請書案を作成し，県民の意見も伺った上で，要請書を取りま

とめ，原子力規制委員会及び九州電力に提出した。

さらに，県民の生命と暮らしを守ることを基本に，原子力発電所の安全に万全を期していた

だきたいという観点から，要請書案に対する意見以外の意見も含む，寄せられた全ての意見を

要請書と併せて，原子力規制委員会及び九州電力に対して提出した。

このように，川内原発の運転期間延長について，県として，これまで必要な対応を行ってき

たと考えている。

川内原発の運転期間延長認可申請については，今後，原子力規制委員会において判断される

ものであるが，県の要請内容も踏まえ，国の責任において，安全性の確保を前提に，厳格な審



査が行われているものと考える。

一方，川内原発の運転期間延長に関する県としての考え方を示すに当たっては，原子力規制

委員会の審査内容及びその結果，県の要請に対する原子力規制委員会や九州電力の対応，県議

会での御論議の状況などを踏まえる必要がある。

こうした中，今回提出された条例案について，第14条においては，投票の方式として，投票

用紙の賛成欄又は反対欄に「○」の記号を記載するとしており，二者択一の方法により自らの

意思を表明することになること，また，第22条において，賛成又は反対の数で示された投票結

果のみをもって，「知事及び議会はそれを尊重」し，「九州電力川内原子力発電所の20年延長

運転に関して，県民の意思が忠実に反映されるよう努めなければならない」とする内容となっ

ている。

しかしながら，これまでに，原子力発電所の運転に関する住民投票条例案が提出された５都

県においては，原子力政策は国策であるので，国が責任をもって判断すべき，多様な意見が二

者択一では反映できない，議会における多様な観点からの議論に大きな制約を与えかねない等

の理由により，全て否決されている。

私としては，マニフェストに基づく県民投票は実施しないとしたことなどを踏まえると，本

条例案に基づく県民投票については，慎重に判断すべきであると考える。

なお，その他，執行上の問題，規定すべき内容の不足，定義されていない文言等がある。


